
資料５

平成２８年度決算注記事項

１．重要な会計方針

(1) 引当金の計上基準

徴収不能引当金

 ··· 未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。 

退職給与引当金

 ··· 退職金の支給に備えるため、大学教職員については期末要支給額152,779,270円の１００％

を基にして、私立大学退職金財団に対する掛金の累積額と交付金の累積額との繰入調整額を

加減した金額を計上している。

大学教職員以外の教職員については、期末要支給額1,083,261,956円の１００％を基にして埼

玉県私学教職員福祉財団及び埼玉県専修学校各種学校教育振興会並びに東京都私学財団か

らの交付金相当額を控除した金額を計上している。

(2) その他の重要な会計方針

有価証券の評価基準及び評価方法

 ··· 移動平均法に基づく原価法である。 

棚卸資産の評価基準及び評価方法

 ··· 最終仕入原価法である。 

外貨建資産・負債の本邦通貨への換算基準

 ··· 外貨建資産については期末時（I/O Rate）の為替相場により円換算している。

預り金その他経過項目に係る収支の表示方法

 ··· 預り金に係る収入と支出は相殺して表示している。 

食堂その他教育研究活動に付随する活動に係る収支の表示方法

 ··· 補助活動に係る収支は総額で表示している。 

２．重要な会計方針の変更等

該当事項はない。

３．減価償却額の累計額の合計額 10,024,504,544 円

４．徴収不能引当金の合計額 32,918,500 円

５．担保に供されている資産の種類及び額

該当事項はない。

６．翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額

102,681,370 円

７．当該会計年度の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

第４号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。



資料５
８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

(1) 有価証券の時価情報
① 総括表

(単位：円)

種 類 勘定科目
当年度（平成29年３月31日）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

時価が貸借対照表計上

額を超えるもの
減価償却引当特定資産 18,495,254 44,732,947 26,237,693

(うち満期保有目的の債券） ( 11,980,000) ( 31,370,000) ( 19,390,000)

時価が貸借対照表計上

額を超えないもの
減価償却引当特定資産 75,646,303 50,128,649 △ 25,517,654

(うち満期保有目的の債券） ( － ) ( － ) ( － )

合 計 94,141,557 94,861,596 720,039

(うち満期保有目的の債券） ( 11,980,000) (31,370,000) ( 19,390,000)

② 明細表

(単位：円)

種 類 勘定科目
当年度（平成29年３月31日）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

債 券 減価償却引当特定資産 11,980,000 31,370,000 19,390,000

投資信託 減価償却引当特定資産 82,161,557 63,491,596 △ 18,669,961

合 計 94,141,557 94,861,596 720,039

(2) 所有権移転外ファイナンス・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取

引は次の通りである。

平成21年4月1日以降に開始したリース取引

(単位：円)

リース物件の種類 リース料総額 未経過リース料期末残高

教育研究用機器備品 9,237,492 3,186,771

管理用機器備品 2,595,528 1,798,362

合 計 11,833,020 4,985,133

(3) 表示方法の変更

従来、資金収支計算書において「報酬・委託・手数料支出」として表示していた科目は、活動内容

をより明瞭に表示するため、当年度より「報酬手数料支出」、「業務委託費支出」、「バス業務委託費支

出」、「保守費支出」に区分して表示している。

従来、事業活動収支計算書において「報酬・委託・手数料」として表示していた科目は、活動内容

をより明瞭に表示するため、当年度より「報酬手数料」、「業務委託費」、「バス業務委託費」、「保守費」

に区分して表示している。


